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福島を省みない「新規制基準」と原発の再稼動に強く抗議する
2013年7月13日

大阪府歯科保険医協会　理事長　小澤　力

今も15万人が故郷に帰れず、避難生活を強いられている福島の人々の思いをよそに、原子力規制委員会は「新規制基準」を決定、7月8日の施行日に関西電力をはじめ電力各社がいっせいに原発の再稼動を申請した。本来、国、東京電力はこれだけの過酷事故を起こした加害者としての責任をどう負うのか、再稼動以前に、まず福島の人々の被害補償、生活基盤の復旧を急がなければならない。同じく安全神話に乗って原発を推進してきた他の電力各社は原発周辺自治体の住民への責任を考えなければならない。

日本国憲法25条で定めた、健康で文化的な生活を営む権利。福島の人々は家、仕事、故郷を奪われ、原発事故においては、25条の権利は守られていないと言わざるを得ない。この状況下で原発の再稼動を申請すること自体、許されるものではない。

　福島第一原発の事故原因は、未だ解明されていない。周辺地域は放射能汚染により立ち入りも許されず、最近でも地下水から高濃度の放射性物質が検出され、「収束」などという状況ではない。

一方、「新規制基準」は、非常用の冷却システムなどが機能を失った場合の代替注水による冷却機能の確保などを追加しただけのもの。新たに安全機能喪失時の対策を追加しているが、原子炉の安全性を保障するものでは全くない。今回の「新規制基準」は新たな「安全神話」をつくり、“再稼動”を容認するためのものである。新たな「規制基準」は少なくとも福島第一原発事故の真相を解明し、事故の教訓を総合的に踏まえたものでなければならない。

原発の危険性は我々医療者が第一に考える人の命と健康に直結する問題である。経営や利益を優先した考えに基づく拙速な新規制基準の決定と原発再稼動を看過することはできない。地域医療に携わる医療者集団として、福島を省みない「新規制基準」と電力各社の原発再稼動に強く抗議する。
